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香川大学版「21 世紀型市民」に関する運用面の課題

　　　　三　宅　岳　史（アーツ・サイエンス研究院准教授）

１．はじめに

　香川大学で昨年度（平成 23 年度）から導入された全学共通教育のコーディネーター制も今年度で

２年目となる。任期が２年のコーディネーターも来年度から交代となるため、平成 24 年夏に調査研

究部でその検証や課題を確認する作業が行なわれた。この作業は多方面にわたり、いくつかの作業部

会が設けられた。

　科目領域コーディネーターの作業部会では、コーディネーターの役割が不明確だったという意見が

多かったため、コーディネーター制が導入された経緯、この制度の理念、取り組むべき課題を議論し、

そこから科目領域コーディネーターが主に担当する学問基礎科目や主題 B のカリキュラム上の在り方

や改善点に至るまで総括を行った。

　本論は、その検討のプロセスで必要となった、学問基礎や主題 B の在り方をおおもとで規定してい

る「21 世紀型市民」と「学士力」の概念を整理・検討し、その運用面についての課題を示すことが目

的である。そこで、はじめに 21 世紀型市民や学士力の背景にある能力論・学習論・評価論に共通す

る二つのアプローチを概観し、次に 21 世紀型市民や学士力の内容を見ていくことにしよう。さらに

それらがどのように香川大学の全学共通教育に取り入れられたのかという、プロセスと構造を把握す

る。最後にそれらの運用面での課題と改善点の方向性を考えたい。

２．二つのアプローチ――能力論、学習論、評価論

　21 世紀型市民とその内実をなす学士力の登場は、決して目

新しいものではなく、むしろ学士力に類似した概念は近年、

多数見出すことができる。それらの能力の特徴はこれまでの

単なる知識や技術だけではなく、価値観・自己概念・動機な

どの隠れた部分を含む人間の全体的能力を何らかの形で評価

することが特徴である 1)。内容が似通ったものに「エンプロ

イヤビリティ」（日経連　1999）、「人間力」（内閣府　2003）、

「社会人基礎能力」（経済産業省　2006）などがあり、国際的

にも OECD の PISA による「リテラシー」（PISA　第１回調査

　2000）や「コンピテンシー」（DeSeCo　最終報告書　2003）

あるいはその大学版（AHELO　パイロット調査　2010）など

が挙げられる。これらの能力の出現は、1990 年代から 2000

年代にかけて全世界的な潮流であり、その背景にはグローバ

出所：スペンサー、Ｌ．Ｍ．・スペ

ンサー、Ｓ．Ｍ．、2001、p. 14



78

香　川　大　学　教　育　研　究

ル化による知識基盤社会などがあると考えられる。

　ところで、これらの能力の系譜のルーツは企業の人事管理にある。1970 年代から 1990 年代にマク

レランド、ボヤティズ、スペンサーなどの心理学者はこの能力をコンピテンシーとして研究を進め、

この研究は 1990 年代には企業の実践に取り入れられていった。しかし、早くも 90 年代後半からアメ

リカではコンピテンシーへの疑問や論争が生じ、批判されるようになった（海老原 2003、４－ 15 頁）。

一方で、これらは教育実践にも導入され、上に見たような 1990 年代から 2000 年代にかけた〈新しい

能力〉の出現につながるとまとめられる。とりわけ高等教育の実践として有名なのがアルバーノ大学

のカリキュラムであり、その８つの能力２) は、学士力という概念が登場する 2008 年の中央教育審議

会（以下、中教審と略記する）の『学士課程教育の構築に向けて（答申）』でも、「学習成果」を重視

した大学改革の国際的動向（同書参考資料３、94 － 95 頁）のなかに、事例として挙げられている。

　しかし、ここで注意が必要なのは、この 1970 年代のアルバーノ大学の実践から 2003 年の OECD の

「キー・コンピテンシー」への流れは一本道であったわけではない、ということである。これらの能

力はどのようなものであるべきかをめぐって、これらの概念に含まれていた２つのアプローチやモデ

ルの対立、さらには２つのパラダイムの違いが明らかになってきたのである。

　松下佳代は「〈新しい能力〉概念と教育」『〈新しい能力〉は教育を変えるか』（2010）のなかで、

この２つのアプローチの典型を ( １) 企業のコンピテンシー・マネジメント論と ( ２) OECD - 

DeSeCo のキー・コンピテンシーに見ている。この両者を松下は、①能力の全体性はどう捉えられて

いるか：〈１〉垂直軸（深さ）と〈２〉水平軸（広さ）、②何のための能力か、という大きく見ると２つ、

細かく見ると３つの観点から分析している（以下の表は筆者が松下（2010b） 28 － 31 頁をまとめた

もの）

企業の人材管理

コンピテンシーマネジメント

キー・コンピテンシー

(OECD-DeSeCo)

①能力の全体性はどう

捉えられているか

〈1〉垂直軸 (深さ ) 諸能力を分割、要素主義的能

力観（モザイク・モデル）

諸能力を統合して用いる

（ホリスティック・モデル）

〈2〉水平軸 (広さ ) 脱文脈的アプローチ、個人の

内的属性を重視

文脈的アプローチ、状況に対

して内的属性を統合して対応

する力を重視

②何のための能力か 選抜・職業生活・個人の人生

再編

教育・市民生活・個人と社会

の再構築

　この俯瞰図を説明すると、①－〈１〉能力の垂直軸（深さ）では、前者のコンピテンシー・マネジ

メントは能力を要素主義的にとらえ、人間をそのような諸能力のモザイクと見る３)。それに対し、後

者の DeSeCo のキー・コンピテンシーでは、諸能力を分割するのでなく、問題や状況に合わせて諸能

力を統合的に用いることが重視されるホリスティック（全体論的な）アプローチだとされる４)。

　①－〈２〉能力の水平性（広さ）では、前者が脱文脈的アプローチであり、後者が文脈的アプロー

チと分類される。前者ではある能力が文脈や状況を超えて適用できることを想定する。つまり問題解

決の能力が身につけばそれがどのような場面でも、通用すると考えるため、文脈や状況から切り離し

て個人の内的属性としての能力を重視することになる。それに対し、後者の能力は「文脈によって変

化する対象世界・道具や他者との相互作用」（松下 2010b、30 頁）を含み、そのような文脈のなかで

の要求に対して内的属性を結集して応答する能力を重視している。
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　②の能力の目的については、前者の目的は、選抜・職業生活、個人の人生再編という「企業の人材

管理（採用、配置、査定など）のため、あるいはそれに合わせて個人が自己能力開発を図るための概念」

（同書、31 頁）とされるのに対し、後者の目的は、教育・職業生活以外の社会領域（市民生活、家庭

生活など）・個人のみならず社会の再構築という広がりをもつとされる。

　このような分類は能力論に限らず、評価論や学習論にも関わりがあり（松下 2010a、205 － 211 頁）、

評価論ではそれは精神測定学とオルターナティヴ・アセスメント（状況論、構成主義、解釈学が学問

的基盤）のパラダイムというように２つにまとめられる。前者は評価の説明責任を果たすため、集団

を対象とし、評価項目は細分化され、知能テストのような量的・客観的基準が用いられる。それに対し、

後者は量的には測定が困難な個人の能力（高次のレベル）を評価するため、評価項目は複合的で、質的・

間主観的基準が用いられる（以下の表は、松下 2010a、206 頁の引用）

精神測定学的パラダイム オルターナティヴ・アセスメントの
パラダイム

学問的基盤 精神測定学、知能理論 状況論、構成主義、解釈学

評価目的 アカウンタビリティ 
政策評価

指導 
教室評価

評価項目 分割可能性 複合性（クラスター性）

評価文脈 脱文脈性 
統制された条件

文脈性 
シミュレーション、真正の文脈

評価基準 単一次元性、二値的 
客観性

多次元性、多段階・連続的 
間主観性

評価データ 量的方法を重視 質的方法を重視

評価主体 評価専門家、制作担当者 実践者自身

評価法 標準テスト、客観テスト 
（多肢選択問題、正誤問題など）

パフォーマンス評価、真正の評価、
ポートフォリオ評価など

　また学習論では 1980 年代に、コンピュータをメタファーとして人間の認知を捉える情報処理的ア

プローチに対抗するものとして、人間の認知を状況に埋め込まれたものとして文脈を重視する状況論

的アプローチが生まれ、「この考えを受けて、たとえば認知心理学者のレズニック（Resnick, L. B.）は、

精神測定学のテストには、知識は要素に分割できるという「分割可能性」と知の「脱文脈性」という誤っ

た二つの過程がある、という批判」（松下 2010a、208 頁）をしている。

　松下は「〈新しい能力〉概念と教育」の冒頭部と結論部で、〈新しい能力〉を批判する本田由紀のハ

イパー・メリトクラシー批判をとりあげ、それを１．人間能力の深く柔らかな部分まで労働力と動員

しようとしている、２．それが階層格差の再生産につながる、という２点にまとめて５) 検討している。

その結果、本田の批判は、企業の人材管理理論であるコンピテンシー・マネジメントには該当するが、

DeSeCo の状況的・統合的アプローチには当てはまらないと結論づけられている。

　このように松下の議論は、どちらかというと状況的・統合的アプローチを重視するように思われる

が、それはただ単に二つのアプローチを二項対立的に捉えて、要素主義的・脱文脈的アプローチを排

すればよいという単純な議論ではないだろう。学習論や評価論でも一方の立場だけを用いれば問題が

片づくほど、教育現場や実践は単純なものではない。また以上の二つの立場は、パラダイムといわれ

ているものの共約不可能なほど異質ではなく（言い換えれば、両者は両立不可能なわけではなく、必
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ずどちらかを選ばなければならないわけではない）、実際には様々な中間型・混合型が存在しうる。

したがって、問題はどちらを取るかという二者択一的なものではない。問題は二つのアプローチを織

り交ぜながら、とりわけ要素主義的なアプローチから由来するように見える（本田が指摘するような）

上述の弊害をうまく避けながら、これらの〈新しい能力〉を飼いならすことができるのか、というこ

とであろう。

　さて、本論の立場も基本的には松下と同じであるが、その根拠や問題関心は異なっている。確かに

本田が指摘する問題は社会全体を対象としたものとして重要であるが、本論ではもう少し教育の実践

に即した議論、すなわち筆者が大学入門ゼミなどの初年次教育を行う際に感じた問題点を中心に――

つまり、21 世紀型市民や学士力の運用面にかかわる――議論を展開したい。この議論は最終節で行う

こととし、次節では、21 世紀型市民と学士力の登場と、その概念内容を分析することにする。

３．21 世紀型市民と学士力

　学士力という能力の登場は 2008 年であり、〈新しい能力〉のうちでは後発組である。学士力は、21

世紀型市民の「内容に関する参考指針」として示されたものであり６)、21 世紀型市民という概念は

2005 年に登場している。ちなみに、香川大学全学共通教育では、香川大学版の「21 世紀型市民」が

目指されているが ７)、次節で見るようにその内容は大まかに学士力を踏襲するものとなっている。

　21 世紀型市民は中教審『我が国の高等教育の将来像（答申）』（2005）で登場した概念であり、21

世紀が「知識基盤社会」８) であるという想定のもと、21 世紀型市民とは我が国の知的基盤社会を支

える人材（中教審 2005、34 頁）であり、学士課程教育での育成の目標である、と繰り返されている。

しかし、この答申での 21 世紀型市民の内容に関する記述は乏しく、その内容は「専攻分野について

の専門性を有するだけでなく、幅広い教養を身に付け、高い公共性・倫理性を保持しつつ、時代の変

化に合わせて積極的に社会を支え、あるいは社会を改善していく資質を有する人材」（同書、４頁）

と述べらるにとどまっている。

　ただし、すでにここで 21 世紀型市民の記述として、幅広い教養が強調されている点は全学共通教

育との関連で注目すべきだろう。学士力に限らず、1990 年代から登場した〈新しい能力〉は、専門教

育だけでなく、教養教育と親和性をもっていると指摘されている９)。さらに、この答申では、21 世紀

型市民の育成の方法論として、「主専攻・副専攻の組み合わせを基本としつつ、専門教育は修士・博

士課程や専門職学位課程の段階で完成させる」（同書、30 頁）総合的教養教育型大学についても何度

か繰り返されており、21 世紀型市民が学士力という内容面だけでなく、大学の制度面についても変革

する構想に含まれていたことが確認できる。本学で試みられた教養学部新設の動きもこれと関連して

理解されるべきものであろう。

　さて、この 21 世紀型市民の内容が「学士力」という形で参考指針として示されるのは、先にも見

たように、2008 年の中教審『学士課程教育の構築に向けて（答申）』である。その内容は以下の通り

である（中教審 2008、12 － 13 頁から引用）。
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各専攻分野を通じて培う学士力

～学士課程共通の学習成果に関する参考指針～

１．知識・理解

　先行する特定の学問分野における基本的な知識を体系的に理解するとともに、その知識体系の意味と自己の存在

を歴史・社会・自然と関係付けて理解する。

（１）多文化・異文化に関する知識の理解

（２）人類の文化、社会と自然に関する知識の理解

２．汎用的技術

　知的活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能

（１）コミュニケーション・スキル

日本語と特定外国語を用いて、読み、書き、聞き、話すことができる。

（２）数量的スキル

自然や社会的事象について、シンボルを活用して分析し、理解し、表現することができる。

（３）情報リテラシー

情報通信技術（ＩＣＴ）を用いて、多様な情報を収集・分析して適正に判断し、モラルに則って効果的に

活用することができる。

（４）論理的思考力

情報や知識を複眼的、論理的に分析し、表現できる。

（５）問題解決力

問題を発見し、解決に必要な情報を収集・分析・整理し、その問題を確実に解決できる。

３．態度・志向性

（１）自己管理力

自らを律して行動できる。

（２）チームワーク、リーダーシップ

他者と強調・協力して行動できる。また、他者に方向性を示し、目標の実現のために動員できる。

（３）倫理観

自己の良心と社会の規範やルールに従って行動できる。

（４）市民としての社会的責任

社会の一員としての意識を持ち、義務と権利を適正に行使しつつ、社会の発展のために積極的に関与でき

る。

（５）生涯学習力

卒業後も自律・自立して学習できる。

４．総合的な学習経験と創造的思考力

　これまでに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自らが立てた新たな課題にそれらを適用し、その課

題を解決する能力

　ここでは、何点か注目すべき点があるが、まずその第１点として、この引用部の直後に OECD との

関係が明示されていることである。そこでは「OECD の高等教育における学習成果の評価 (AHELO)

の内容・方法が適切なものとなるよう、関与・貢献していく。」（同書、 13 頁）と述べられているが、

そこではさらに、その「調査結果が安易な序列化を招くことなく、信頼に足るものとなるようにする

とともに、我が国の大学教育の質の向上に寄与する知見が得られるように努める」（同書）と付け加

えられている。このように学士力は、OECD のリテラシーやコンピテンシーなどの〈新しい能力〉を

十分に意識して作られたことがうかがわれる。

　第２点は――これがより重要な点であるのだが――、前節に述べた能力に関する二つの立場からす

ると、学士力はどちらにも取れる柔軟な、あるいは曖昧な構造をもっているということである。学士
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力の第２のカテゴリーを見ると「汎用的技術」となっていて、これはどちらかというとコンピテンシー・

マネジメントの要素主義的・脱文脈的アプローチに近いように見える。

　しかしながらその一方で、第４のカテゴリーを見ると「総合的な学習経験と創造的思考力」という

ようになっていて、このカテゴリーは他の３つのカテゴリーと比べると、自らのカテゴリーの内にサ

ブ・カテゴリーをもたず、他のカテゴリーと明らかに様相を異にしている。この第４のカテゴリーの

説明をみると「これまでに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し」（同書）とあり、知識は

第１のカテゴリー、技能は第２のカテゴリー、態度は第３のカテゴリーと解釈できるとすると、この

第４のカテゴリーは他のカテゴリーを課題解決のために、総合的に活用する「メタ的認知的な技能」

として考えられているように見える。そして、これは DeSeCo のキー・コンピテンシーの一つの特徴

である（ライチェン 2003、p.208）。

　このように学士力は前節の分析から見ると、二つのアプローチのうえに曖昧に跨っているのだが、

これに関しては、「学士力は〔中略〕〈新しい能力〉概念の中で最も遅く出されたものであるにもかか

わらず、その理論的基盤は最も見えにくい。〔中略〕学士力はこのような理論的基礎づけの弱さの一

方で、各大学の「ディプロマ・ポリシー」（卒業認定・学位授与に関する基本的な方針）と結びつく

ことにより強い規範性を与えられている。〔中略〕各大学は、自らの担うべき機能にあわせながら、ディ

プロマ・ポリシーにおいて、学士力の中身を具体化することを迫られることになるだろう。そういう

点からいえば、むしろ曖昧さを帯び、融通無碍に解釈できることの方が好都合なのかもしれない。」（松

下 2010b、27 頁）という指摘もあり、この曖昧さが意図的であるかそうでないかは分からないのだが、

いずれにせよ各大学は、学士力に対して何らかの態度を選択するように迫られていることは間違いな

いだろう。

　その際、学士力から大学独自の人材育成像を構成するにあたっては、前節の分析を踏まえると、要

素主義的・脱文脈的アプローチに近い構成も可能であるし、統合的・文脈的アプローチに近い構成も

可能であろう。では香川大学はどのような対応を取っているのか、次節でその取り組みのプロセスと

香川大学スタンダードの構造を分析することにしよう。

４．香川大学版「21 世紀型市民」

　香川大学大学教育開発センター（以下、大教センターと略記する）の『「21 世紀型市民」育成のた

めのカリキュラム構築に向けて報告書』には、学士力がモデルとして示された 2008 年の中教審答申

を受けて、どのように香川大学スタンダードが構成されたか、そのプロセスの一端が示されている。

ここでは、新カリキュラムを導出するため、１．2009 年の現行カリキュラムの点検作業と２．カリキュ

ラム実施体制について訪問調査が行われたと報告されている。本論では 21 世紀型市民の理念や概念

により関係の深い前者を概観して、この点検作業のプロセスとその帰結を把握し、次にそれが 2010

年に設定された共通教育スタンダードと新カリキュラムにどのように反映されたか分析する。

　まず、前節でみた学士力は 2009 年の点検作業でも基準となる指標として用いられ、重要な役割を

果たしている。「点検作業には、基準となる指標が必要であるが、これについては新潟大学で採用し

ている分野・水準表と、中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」で例示された学士力諸項目を参
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照した。」（大教センター 2009、３頁）

　次に具体的な点検作業のプロセスとしては、学士力のサブ・カテゴリー 13 項目を抽出し、そのう

ち第２項目「人類の文化、社会と自然に関する知識の理解」をそれぞれ文化知識理解、社会知識理解、

自然知識理解の３つの項目に分け、最後の項目として新たに「地域に関する知識の理解」を足した全

16 項目を学士力項目と呼び、指標として用いている。点検方法は、全学共通科目シラバスから科目群

ごとに全授業科目について学士力項目に相当する言及の頻度を調べるというものであり、評価の観点

としては、(a) 学士力項目を指標にしたとき各科目群の既存の教育目標と授業科目の関連性はどうな

るか、次に (b) 学士力項目がバランスよくカバーできているか、などといった点が着目された（同上、

３－４頁）

　では、この点検作業の結果、どのようなことが判明したのだろうか。まず評価の観点 (a)に関しては、

おおむね問題がないといってもよく 10)、ここで注目したいのは、評価の観点 (b) についてである。こ

れについては、「学士力項目を指標としたカリキュラム点検では、かなりの項目をバランスよくカバー

する授業が展開されていることが明らかになっている。」（同書、27 頁）と述べられる一方で、全体的

に「倫理観」「市民としての社会的責任」そして「統合的な学習経験と創造的思考力」への言及の頻

度が低い点、「地域理解」が主題科目の「国際・地域」の主題以外は言及の頻度が低いという問題点

が指摘されている（同書、 24 － 27 頁）。

　そして、その問題点の対策としては、「①「統合的経験と創造的思考力」を養う科目あるいは授業

形態の導入、②「市民の社会的責任」及び「倫理観」を育成するプログラムの導入及び、③香川大学

版という観点からの「地域知識理解」を育む授業群の追加である。」（同書、27 頁）が指摘され、その

ほかにカリキュラムの実施体制に向けて、コーディネーター制や副専攻制などの検討を示して 2009

年の報告書は論を閉じている。

　さて、これらはどのように 2010 年の共通教育スタンダードの設定などに反映されたのだろうか。

以下は、左が香川大学共通教育スタンダードであり、右がスタンダードに則した到達基準である。

① 21 世紀社会の諸課題

に対する探求能力

②課題解決のための汎

用的スキル（幅広い

コミュニケーション

能力）

③広範な人文・社会・

自然に関する知識

④地域に関する関心と

理解力

⑤市民としての責任感

と倫理観

① 21 世紀社会の現状を理解し , その課題と解決策を自己と関連づけて探求す

ることができる。

②－１日本語の言語表現を適切に理解し , 自らの見解を文章や口頭で分かりや

すく伝えることができる。

②－２情報伝達に関わる問題を理解するとともに , 情報の適切な選択 , 利用の

ための基礎的な技能を習得する。

②－３異文化について開かれた態度をとれるようになるとともに , 一つ以上の

外国語において , 読み , 書き , 聞き , 話すための基礎的な能力を身につ

ける。

②－４健康で文化的な生活習慣を営むとともに , 集団の一員として行動するこ

とができる。

③人類の文化・社会および自然に関する知識 , とともに , 学部専門課程を進ん

でいく上で必要な学問的基礎を身につける。

④地域社会の現状と課題に関心を持ち , 自己と関連づけて理解することができ

る。

⑤社会において自己が果たすべき役割や , 市民としての責任ある行動について

理解を深め ,そこから自己や社会の未来について考えることができる。

香川大学版「21 世紀型市民」に関する運用面の課題
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　ここで、（Ａ）学士力と（Ｂ）香川大学共通教育スタンダードと到達基準、（Ｃ）新カリキュラムの

関係を見てみたい。以下の対応表は、私見ではあるが、上記項目の関連付けを試みたものである。

　もちろん、この対応表は厳密なものではなく、学士力のサブ・カテゴリーなどについてはいくつも

対応が厳密ではない箇所を探すことができるだろう。しかしながら、大きなカテゴリー同士の連関は

比較的よく対応しているように思われる。学士力の１．知識・理解のカテゴリーはスタンダード③、２．

汎用的技術は②に、３．態度は⑤などに対応し、今度はスタンダードとその到達基準がそれぞれ新カ

リキュラムに関連づけることができる。

　それでは先ほど確認した、2009 年での点検作業とその帰結はどのようにここに反映されているのだ

ろうか。問題点の対策として示されていた３点のうち、②「市民の社会的責任」及び「倫理観」を育

成するプログラムの導入については、主題 A の導入が該当し、③「地域知識理解」を育む授業群の追

加という点では、主題 B －７「地域と生活」や「瀬戸内研究講義群」「四国学」などがそれに該当し、

比較的問題点への対応策がよく分かる形で示されている。それに対し、①「統合的経験と創造的思考力」

を養う科目あるいは授業形態の導入については、どのような対応がなされたのかは見えにくい。学士

力のこの第４カテゴリーは「これまでに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自らが立て

た新たな課題にそれらを適用し、その課題を解決する能力」（中教審 2008、13 頁）と説明があること

から、これがスタンダード①「21 世紀社会の諸課題に対する探求能力」にも対応すると思われるが、

そのような能力を主題 B が十分に育成する科目や授業形態になっているかは疑問が残る。

　さらには、本論第一節と第二節の分析結果を考慮すると、学士力の第４カテゴリーの位置づけは非

常に重要であり、人材育成像にも深く関わる点である。前節で、学士力はどちらのアプローチにも取

れる曖昧さをもっていると指摘したが、香川大学のスタンダードにもこの曖昧さが構造的に写され、

とりわけ問題であるのは、統合的・文脈的アプローチの中核である学士力第４カテゴリーのカリキュ
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ラム上の位置づけが曖昧になっている点である。

　さて、以上の分析に対する本論の見解は次の通りである。21 世紀型市民や学士力の登場の背後にあ

る〈新しい能力〉を十分に発揮するためには、要素主義的・脱文脈的アプローチも重要ではあるが、

統合的・文脈的アプローチがそれ以上に必要不可欠である。しかしながら、学士力の概念が香川大学

共通スタンダードやカリキュラムに反映されるときに、学士力第４カテゴリー「統合的経験と創造的

思考力」やスタンダード①「21 世紀社会の諸課題に対する探求能力」のカリキュラム上の位置づけが

曖昧になっていることから、全体的に統合的・文脈的アプローチが弱くなっているのではないかと懸

念される。そして本学の教養学部構想で中心になった「実践知」についても、本質的にはこの第４の

カテゴリーに属するものであろう。本来ならば、教養学部構想の実践知と全学共通教育の 21 世紀型

市民は補完・強化し合う関係にあったと考えられるが、前者の構想が中断したため、現在では上に述

べたような統合的な要素が弱くなっているとも考えられる。この問題は、学士力の概念を実際にカリ

キュラム上で運用する際に、何らかの課題となって現われると考えられる。次節では、この概念上・

あるいは理念上の問題が、筆者が２年ほど担当している初年次教育「大学入門ゼミ」でどのような課

題として現われているかを示したい。

５．初年次教育から見た「21 世紀型市民」の運用面の課題

　香川大学の大学入門ゼミ（初年次教育）では、2012 年現在で、５つの全学共通コンテンツ（情報整

理の方法、レポートの書き方、日本語技法①②、プレゼンテーションの方法）が設けられており、大

教センターが作成している『大学入門ゼミハンドブック』（教員向け）では、授業モデルが示されている。

これらの内容は共通教育スタンダード②「課題解決のための汎用スキル」に該当するものだが、これ

らは典型的な要素主義的・脱文脈的モデルと言える。ここで示されている各スキルはそれぞれ独立性

が高くバラバラに教えることができ、かつ、特定の文脈や状況から切り離された形で各スキルが提示

されているからである。もちろん、全学共通コンテンツである以上、どの学部でも使用できねばなら

ないのであるから、このようなモデルになることは必要かつ不可避だろう。

　昨年度全学共通コンテンツが導入されたとき、筆者を含む大学入門ゼミ担当者が苦労したのは、こ

れらをどのように半期の授業のなかに組み込むかということであった。というのも、半期の授業の流

れとは全く無関係にスキルを教えると、学生のなかには「何のためのスキルか」ということが分から

なくなるものがいて、結局スキルが身につかない、あるいは脱文脈的に教えたスキルを今度はある文

脈のなかで使う作業をしても、うまく使えないのでもう一度教えないといけない、といった問題点が

明らかになってきたからである。

　本論第一節の末尾で、要素主義的アプローチと統合的アプローチの二つを織り交ぜながら、後者を

重視しつつ、前者から由来する弊害を避けるというスタンスを基本的に共有したいと述べたが、問題

関心については異なると述べたままそれを明らかにしていなかった。ここで本論の問題関心を明らか

にしておくと、それは、要素主義的アプローチは教育実践として見た場合、それだけでは〈新しい能

力〉を十分に養成できない（飼いならす以前の問題である）のではないか、という問題である。そこ

に前節の末尾で述べた、本学の新カリキュラムでは統合的アプローチがまだ弱いのではないかという、

香川大学版「21 世紀型市民」に関する運用面の課題
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運用面での課題も関わる。

　ここで、また初年次教育の話に戻るが、実は以上の大学入門ゼミのスキルの問題は、香川大学だけ

の問題というよりも、初年次教育によく見られる現象であることが報告されている。2009 年に河合塾

は初年次教育の全国調査やそれに関するシンポジウムを行っているが、その報告書『初年次教育でな

ぜ学生が成長するのか』では、同様のケースがいくつか示されている。ここではシンポジウムでの印

象的なコメントを引いておく。

最近できたある学部で、入学者の学力もどんどん下がってきて、「これは大変だ」ということで、ま

ず読み書き、情報というリテラシー教育から始めました。しかしリテラシー力がついたら、そこで

終わってしまう。次に学生にどういうふうになってほしいというビジョンが打ち出せない。そのう

ち教員間で初年次教育のやり方がバラバラになって、目的は「最終的に自分の専門ゼミにリテラシー

の高い生徒がくればいいんだよね」というふうに教員のための初年次ゼミになってくる。〔中略〕良

い事例大学との違いは、初年次ゼミの目標とそれに至るまでの工程がはっきりしているかどうかだ

と思いました。（河合塾 2010、159 頁）

　ここでも、何のためのスキルか、ということが問題になっている例である。その答えを与えるのは、

各大学あるいは各学部での人材育成像、あるいは理念である。それを見るためにまた別のシンポジウ

ムでのコメントを見ておこう。

先生の側が誇りに思えると言いますか「今年の学生はいいじゃないか」と思えるのと、思えないのは、

「今はこうだが、今後はこういう方法でこういう学生に育て上げていく」という目標が明確で、それ

に向けての手法などについて何らかのビジョンをもっているということが大きいのかなと思いまし

た。大阪会場でそういう議論になったときに、ある東京の大学の方が次のようなことを言っていま

した。６～７年前までは、ある先生が「うちの大学は学生がダメだ」ということをすごく言ってい

ました。ところが初年次ゼミを導入して初年次教育を強化し、「こういう学生を育てるためにこうい

うふうにやっていこう」と目標を明確にして、その先生も担われました。そうすると、毎年「今年

の学生はいいよ」というように変わったらしいのです。そんなに入り口が変わっているわけではな

いのですから、やはりそれは、展望をもって学生を見ることができるかという違いが非常に大きい

のではないでしょうか。（同書、196 頁）

　この河合塾での報告を見ていると、初年次教育

がうまく行っている所は、「高校までの命題知の

暗記型の学習から、大学で求められる実践知・活

用知への学びの転換。受動的な学びから能動的な

学びへの態度転換」（同書、１頁）が実現しており、

そのためには共通のパターンのようなものが見受

けられた。それを筆者なりに図示化したものが右

図である。スキル教育だけを教え込むとどうして
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も受動学習になってしまう。そこで、それを能動学習に転換するために、多くの先進的取り組みをし

ている大学では、PBL のような問題解決型学習を組み合わせている。

　例えば、愛媛大学でも「かつて愛媛大学では全学的にスタディスキルのみを教えようとしたが、そ

れではうまく行かなかった。そこでまず「プレゼンテーションを行う」という目標設定をして、その

ためにスタディスキルを習得するというように変更した結果、学生に力がつくようになった」（同書、

62 頁）という記述がある。おそらくここで重要なのは、プレゼンテーションを行うということでなく、

発表という目標が与えられることで、スキルを学ぶ意味づけがなされたことにあると考えられる。つ

まり、いかに能動学習への転換をはかるかがカギになるのだが、そこには目標につながるような何か

の文脈が必要だということであり、その文脈は長期的に見れば、人材育成理念につながっていること

が望ましいということである。

　その意味では、初年次教育のなかにキャリア教育的要素を入れている大学も多く存在した。つまり

自分のキャリアプランとの関連づけることで、学ぶ意味や動機を自ら発見するという仕組みであり、

これも一つの知識やスキルの文脈化にあたるであろう。

　翻って、香川大学の新カリキュラムを見ると、初年次教育は大学入門ゼミで、キャリア教育は主題

A でということで分断されてしまっていて、両者の間に有機的連関は現在のところ存在しない。また、

同様のことは大学入門ゼミと主題 B との関係にも言えるだろう。もし、主題 B に課題探求を、大学入

門ゼミに初年次教育をというようにバラバラに割り当ててしまえば、初年次教育がスキル教育化し、

そのスキルが要素主義的・脱文脈的アプローチで教えられれば、学生は受動的に教えられたスキルを

主題 B の課題探求のなかで能動的に用いようと自発的に思いつくのは困難だろう。

　要するに、本論が香川大学版「21 世紀型市民」でとくに統合的・文脈的アプローチの弱さを懸念す

るのは、以上のような理由によるのである。例えば、香川大学版「21 世紀型市民」は何かと見るとま

ず５つのスタンダードが羅列され、そのどれが端的に重要なのかということや、その５つを統合した

人材像もひと目ではよく分からない。そしてその統合像もよく分からないまま、各カリキュラムで、

それぞれバラバラにスキルやキャリア教育や課題探求やアクティブラーニングが行われれば、スキル

教育で「何のためのスキルか」と問われたことが、それぞれ各カリキュラムに対する問いとして繰り

返される恐れがある。

　急いでつけ加えておくと、これは可能性（最悪の部類）の一つであって、現実の香川大学の全学共

通教育がこうなっているという指摘あるいは批判ではない。何度も繰り返すが、学士力の構造は２つ

のアプローチに曖昧に跨っており、その意味ではつねにもう一方へのアプローチへの転換が可能であ

る。また、もし素晴らしい理念を大学が有していたとしても、理念はあくまで理念に留まり、それが

力を発揮するのは、その理念を共有して実施する体制があってこそである。したがって、本論の問題

関心において「21 世紀型市民」の問題点を指摘するのは、それを廃棄するためではなく、あくまで運

用上の課題を見いだし、それに対応するためである。

　以上での問題点をまとめると、

問題点１．香川大学版「21 世紀型市民」の内容は、スタンダード①～⑤が並列的、モザイク的に並べ

られているだけで、統合像が明確ではない（学士力の定義の問題でもある）。

問題点２．そのため、全学のカリキュラムの関連づけが有機的に示されていない（入門ゼミ、学問基礎、

主題 A、主題 B……これはどのように連関しているのか。）

香川大学版「21 世紀型市民」に関する運用面の課題
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問題点３．カリキュラムに有機的意味を与える統合的アプローチ（学んだスキルを課題解決に向けて

運用する）をどう強化するか。その実施・運営体制をどうするか。

６．まとめ

　このような大きな問題は、おそらく本学の全学改革の遅れとも密接に関係する点だろう。問題点１

に関しては、香川大学版「21 世紀型市民」を補完する統合像として、教養学部構想の実践知が一つの

モデルとして示されるはずであったが、現在その点が曖昧に放置されたままである。そもそもこのよ

うな問題点が明らかになった出発点は、科目領域コーディネーターの話し合いからであったが、この

ような全学共通教育に関わる課題を話し合う場として、コーディネーター制度は相応しいと思われる。

　そのうえで、学士課程の１～２年次のみの全学共通の人材育成像というのはなかなか描きにくいと

いう難点があることは指摘しておく必要があるだろう。これに関しては、大教センターの 2009 年の

点検作業で「「統合的学習経験と創造的思考力」項目については、まったくシラバスから読み取るこ

とができなかった。１～２年次を主な履修期間とする全学共通科目の一つの限界であろう。」（大教セ

ンター 2009、９－ 10 頁）と述べられている通りである。

　しかし、それでも全学共通教育はその中核的役割があるはずであり、それが５つの項目に並列され

ているというのでは人材育成理念を思い浮かべにくいのも事実である。そこで、2012 年度の『大学入

門ゼミハンドブック』の冒頭部にあるように、大学入門ゼミの「主な目的は、①大学での参加型・能

動的学習への転換ないしは導入、②大学生・社会人として必要な知的技法の基盤形成、③責任感・協

調性のある態度の涵養の３点にあります。ただし厳密に言うとこれら３点は同列に並べられるもので

はなく、参加型・能動的学習への転換・導入（①）のために、スキル育成（②）や責任感・協調性あ

る態度の涵養（③）が必要になる、と考えることができます。」（大教センター 2012b、１頁）と序列

化を示してもよいだろう。あるいは、そのなかの特に重要なものを例えば河合塾の報告書にもあった

ように「受動的学習から能動的学習へ」というようなスローガン化しただけでも、何を目指すのかが

学生にも教員にも共有しやすいように思われる。この作業は、先にも述べたように、コーディネーター

制などでしっかり話し合い理念を共有することがまず大事である。

　問題点２については、私見では、全学共通カリキュラムの有機的連関の中核に置くのは、大学入門

ゼミが相応しいように思われる。初年次はスキル教育や課題探求、キャリア教育などが扱われ、共通

教育の有機的連関を示しやすい位置にあり、また学生と教員の距離も近いため、懇切丁寧な指導も行

いやすい。また初年次教育での能動的学習への転換が重要だという認識が広まっているからこそ、河

合塾が調査を行い、各大学でも初年次の実施率が非常に高まっているのであろう。したがって、2009

年の報告書の問題①「「統合的経験と創造的思考力」を養う科目あるいは授業形態の導入」に対しては、

大学入門ゼミをそのような目的に向けて改変する試みをしてもよいのではないだろうか。そのために

は、コーディネーターと大学入門ゼミ実施部会、大教センターが集まって、『大学入門ゼミハンドブッ

ク』にスキル教育的な授業モデルだけでなく、学問の有機的連関を示して学ぶことの楽しさを紹介す

るような統合的アプローチの教材開発を試みてもよいだろう。

　問題点３については、アクティブラーニングの授業開発や実施体制を強化することが、重要な課題
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であろう。主題 B は、昔は決まったテーマから履修することになっていたが、現在はテーマがバラバ

ラになってしまい、課題探求の性格が見えにくくなったという指摘もある。もちろんすべての主題 B

の授業を PBL にするというのは現実的ではないが、部分的にその学年に応じた課題解決の授業をする

ことは可能なはずである。また、主題 B のマップ（相関図）などを作った上で、課題探求的な理念を

明確にする必要もあるだろう。さらに、これらを実施・運営する組織づくりが必要であるが、これは

繰り返しになるがコーディネーター制度が適切だろう。

注

１) 金子元久はそれらを批判的思考や問題解決などの「論理系」、コミュニケーションやチームワー

クなどの「伝達系」、行動のための意欲や自分を制御する力に関わる「意欲系」などにまとめて

いる（金子 2007、140 － 143 頁）。

２) アルバーノ大学ではこれらの能力について 1970 － 1972 年にかけて議論しているが、その最初の

形態は「(a) コミュニケーション、(b) 価値判断、(c) 問題解決、(d) 関与」（安藤 2006、67 頁）

という４つのコンピテンスであった。「これらのコンピテンスは、能力（ability）と言い換えて、

A コミュニケーション、B 分析、C 問題解決、D 意思決定における価値判断、E 社会相互作用、

F グローバルな視野の発達、G 有能な市民性、H 美的な関わり」（同書）に拡大された。

３) 「コンピテンシー・マネジメント論では、一つひとつのコンピテンシー（例えば、「達成志向」、「イ

ンパクトと影響力」など）が能力を構成する要素として抽出され、それぞれに尺度化される。〔中

略〕そして、まるでモザイク細工を作るように、複数のコンピテンシーから特定の職務について

の汎用的なコンピテンシー・モデル（例えば、「管理者の汎用的コンピテンシー・モデル」）が作

られる。どの要素もいったんばらばらに切り離された後に、組み合わされて全体を構成するとい

う点で、この能力概念はきわめて要素主義的である。」（松下 2010b、28 頁）

４) 「この統合的アプローチの下では、個人の内的属性が直接、個人評価の対象とされることはない。

また、キー・コンピテンシーの形成においては、カリキュラム・マップのように能力を個々別々

の要素に分解するのではなく、統合された問題中心の学習を行わせること、差異や矛盾をはらむ

「現代生活の複雑な要求に直面する反省的実践」を行わせることなどが提案されている。」（松下

2010b、29 頁）

５) 「このようなハイパー・メリトクラシーは、第一に、個人の尊厳という点で、第二に、社会的不

平等という点で、大きな問題をはらんでいる。〔中略〕単に勉強していればよいだけでなく、意

欲や創造性、柔軟な対人関係能力までもが日々の生活において不断に求められる状況は、「社会」

が「個人」を裸にし、そのむき出しの柔らかい存在のすべてを動員し活用しようとする状況に他

ならない。それは個人にとってあまりにも過酷な状態である。〔中略〕また第二の社会的不平等

という問題は、家族における家族メンバー間の関係のあり方という、政策的介入がもっとも困

難な領域が、個人の一生を決定する意味を増大させるということの問題性である。」（本田 2005、

31 頁）

６) 「国として，学士課程で育成する 21 世紀型市民の内容（日本の大学が授与する学士が保証する能

力の内容）に関する参考指針を示すことにより，各大学における学位授与の方針等の策定や分野

別の質保証枠組みづくりを促進・支援する。」（中教審 2008、12 頁）

香川大学版「21 世紀型市民」に関する運用面の課題
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７) 「香川大学全学共通教育では、21 世紀社会の課題解決に積極的に関わる市民育成を目指し、香川

大学版の「21 世紀型市民」を次のような能力・態度を有するものと想定し、香川大学生が共通

教育を通して身につけるべきスタンダード（教育目標）を前項で述べたように以下のとおり定め

ています。」（香川大学大学教育開発センター 2012a、４頁）

８) 知的基盤社会の特徴としては、「①知識には国境がなく、グローバル化が一層進む、②知識は日

進月歩であり、競争と技術革新が絶え間なく生まれる、③知識の進展は旧来のパラダイムの転換

を伴うことが多く、幅広い知識と柔軟な思考力に基づく判断が一層重要となる、④性別や年齢を

問わず参画することが促進される」（中教審 2005、３頁）という４点が挙げられている。

９) 杉原晃一は〈新しい能力〉が大学教育のとりわけ、教養教育に浸透し、さらにはそれが初年次教

育のなかにパッケージ化されている傾向があることを「〈新しい能力〉と教養」のなかで述べて

いる。

10) 「各科目群の固有の問題点などが指摘されてはいるものの（主題科目における主題テーマと一部

授業内容の不一致や、共通科目におけるリメディアル授業の位置づけなど）、学士力項目という

指標を取っても、各科目群の授業科目は、その科目群の教育目標に沿っていることが確認されて

いる」（大教センター 2009、24 頁）。
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